
様式２

（ ）計画の名称

計画の目標

交付対象 秩父市、飯能市、本庄市、蕨市

計画の事後
成果目標
(定量的指標)

①耐震化された公営住宅の割合を62%に向上させる。

計画の期間

①公営住宅の耐震化率
（耐震性がある住宅の戸数）／（管理戸数－除却予定戸数）

62%

備考

３．特記事項（今後の方針）

Ａ　基幹事業

Ｂ　関連社会資本整備事業

Ｃ　効果促進事業

合計

最終目標値

（R2末）

全体事業費（計画）

－

187

中間目標値

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

目標達成

当初現況値

（H28当初）

60%

Ⅰ 定量的指標に関連する
　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値

最終実績値

指標①
耐震化された公
営住宅の割合

Ⅱ 定量的指標の
　　達成状況

最終目標値

最終実績値

・耐震診断を実施し、396戸の公営住宅の耐震性（安全性）を確認した。

62%

81%

２．事業効果の発現状況、目標値の実現状況

Ａ 187 B 0 C 0

社会資本総合整備計画（地域住宅計画に基づく事業）

定量的指標の定義及び算定

埼玉県地域住宅等整備計画（重点計画）（防災・安全）

効果促進事業費の割合

（C/(A＋B＋C）
0.0%

事　後　評　価 事後評価の実施時期 令和5年1月

重点施設・重点地区

全体事業費（計画）
（百万円）

誰もが安心して安全に暮らせる住まいづくりを推進する。

－ － －－

187

合計(A＋B＋C) 187

完了【○】

定量的指標現況値及び目標値

事後評価書（要約版）

防災・安全交付金の重点計画は今期までとなるが、今後は防災・安全交付金の通常計画で必要な事業を実施していく。

交付対象事業

特になし

年間5令和2年度～平成28年度

35 0 -152 -

一部未実施【△】 計画との差 備考

35 0 -152

単位（百万円）１．交付事業の進捗状況

事業なし

－ － － 事業なし
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様式３

埼玉県地域住宅等整備計画（重点計画）（防災・安全）

平成28年度　～　令和2年度　（5年間） 秩父市、飯能市、本庄市、蕨市

誰もが安心して安全に暮らせる住まいづくりを推進する。

①耐震化された公営住宅の割合を62%に向上させる。

特になし

○事後評価の実施体制、実施時期

事後評価の実施体制

公表の方法

１．交付対象事業の進捗状況

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 事業進捗 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H28 H29 H30 R1 R2

A15-001 住宅 一般 秩父市 直接 秩父市 － － 0 ×
実施時期
見直し

A15-002 住宅 一般 飯能市 直接 飯能市 － － ━━ 13 ○ 完了

A15-003 住宅 一般 本庄市 直接 本庄市 － － ━ 11 ○ 完了

A15-004 住宅 一般 蕨市 直接 蕨市 － － ━ 8 ○ 完了

A15-005 住宅 一般 蕨市 直接 蕨市 － － ━ 3 ○ 完了

35

　策定主体にて評価を実施し、その結果を都市整備部公共事業評価検討会議及び埼玉県公共事業評
価監視委員会に報告し参考意見を聴取する。

全体事業費（計画）
（百万円）

市町村名事業者

Ａ

省略
工種

Ｂ Ｃ

全体事業費（実施）
（百万円）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

187 0 0.0%187 0

公営住宅等ストック総合改善事業
錦町2丁目第1住宅　他2団地
耐震診断（安全性確保）

蕨市

公営住宅等ストック総合改善事業
錦町2丁目第1住宅　他2団地
耐震診断（安全性確保）

蕨市

合計

（事業箇所）

公営住宅等ストック総合改善事業
和田住宅
耐震改修（安全性確保）

秩父市

公営住宅等ストック総合改善事業
富士見団地　他1団地
耐震診断（安全性確保）

飯能市

公営住宅等ストック総合改善事業
四方田住宅　他3団地
耐震診断（安全性確保）

本庄市

　　拠点施設・重点地区

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事後評価

事後評価の実施時期

令和5年1月

埼玉県都市整備部住宅課のホームページに掲載

交付対象事業

要素となる事業名

当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H28当初） （R3末）

①公営住宅の耐震化率
（耐震性がある住宅の戸数）／（管理戸数－除却予定戸数）

60% 62%

備考

社会資本総合整備計画　　　　事後評価書 令和5年1月11日
計画の名称

計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
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様式３

Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 事業進捗 備考

種別 種別 対象 間接 H28 H29 H30 R1 R2

合計

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。

２．事業効果の発現状況、目標値の実現状況

３．特記事項（今後の方針）

最終目標値

・耐震診断を実施し、396戸の公営住宅の耐震性（安全性）を確認した。

62%

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

81%

市町村名
地区名

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

Ⅰ　定量的指標に関連する
　　　　交付対象事業の効果の発現状況

①公営住宅の
耐震化率

防災・安全交付金の重点計画は今期までとなるが、今後は防災・安全交付金の通常計画で必要な事業を実施していく。

番号 事業者
全体事業費（実施）

（百万円）

最終実績値

事業内容

一体的に実施することにより期待される効果

Ⅱ　定量的指標の達成状況 目標達成

工種

省略 要素となる事業名
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事業箇所図

計画の名称 埼玉県地域住宅等整備計画（重点計画）（防災・安全）

計画の期間 平成28年度　～　令和2年度　（5年間） 秩父市、飯能市、本庄市、蕨市交付対象

凡 例

●公営住宅等ストック総合改善事業

A15-002

富士見団地 他1団地

耐震診断（安全性確保）

A15-003

四方田住宅 他3団地

耐震診断（安全性確保）

A15-004、005

錦町2丁目第1住宅 他2団地

耐震診断（安全性確保）

事業箇所図
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【社会資本総合整備計画】
埼玉県地域住宅等整備計画
（重点計画）（防災・安全）

計画期間︓平成28年度〜令和２年度（5か年）
交付対象︓秩父市，飯能市，本庄市，蕨市

1

事業番号 3-54
【事後評価】
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【事後評価】 埼玉県地域住宅等整備計画（重点計画）（防災・安全）

都市整備部住宅課

・耐震診断を実施し、３９６戸の公営住宅の耐震性（安全性）を確認した。

Ⅰ 定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況

Ⅱ 定量的指標の達成状況

指 標 当初値 目標値 実績値

①耐震化された公営住宅の割合 60% 62% 81％

蕨市営錦町２丁目第１住宅本庄市営四方田住宅飯能市営富士見住宅
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